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地方自治法（昭和��年法律第��号）第���条第�項の規定により実施した行政監査の結果に関する報告を、同条第�項

の規定に基づき次のとおり公表する。

平成��年	月��日

島根県監査委員 藤 山 勉

同 絲 原 
 康

同 生 田 洋 一

同 谷 本 敏
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行政監査の結果の公表
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島 根 県 報
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行政監査は、地方自治法第���条第�項の規定に基づき、県の事務執行について、合法性、正確性、経済性、効率

性及び有効性の観点から監査を実施するものであり、平成��年度においては、次のとおり実施した。
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特別会計について


 ����

本県が地方自治法第���条第�項の規定により、島根県特別会計条例に基づき設置した特別会計及び農業改良資金

助成法その他の個別法に基づき設置した特別会計は、島根県証紙特別会計外��会計である。

厳しい財政状況の中、特別会計においても効率的な運営が強く求められている。

このため、人件費と施設管理費を支出している特別会計の中から、監査を要すると判断した次の�特別会計を選定

し、監査を行うこととした。

Ⅰ 島根県立中海水中貯木場特別会計

Ⅱ 島根県臨港地域整備特別会計

Ⅲ 島根県流域下水道特別会計

Ⅳ 島根県営住宅特別会計

� �����

特別会計は、県が特定の事業を行う場合その他特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出とは区分して

経理する必要がある場合に設置するものである。

この趣旨を踏まえ、特別会計が設置目的に沿って運営されているか、一般会計とは適切に区分して経理されている

か、事業見通しを踏まえて効率的に運営されているかなどの観点から監査を行い、特別会計の適切な運営に資するこ

とを目的とした。

� ������

監査は実地監査とし、職員の調査結果及び監査資料等により特別会計の管理運営の実態を調査し、機関の長から説

明を受けた。
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林業課、漁港漁場整備課、港湾空港課、下水道推進課、建築住宅課

! ����"#

平成��年��月��日～平成��年�月�日

�� ��$%
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� &'()*+,*-./0123���

� 島根県立中海水中貯木場特別会計設置の目的・意義

中海水中貯木場は、境港に入荷する外材の受け入れの円滑化と木材需給の安定化を図ることを目的に建設された。

貯木場事業は港湾整備事業の一環であることから、地方財政法第	条、同施行令第��条に基づき、その経理は特

別会計を設けて行い、独立採算制を原則として運営することとされており、本県では、中海水中貯木場管理運営事

業を実施するために、島根県特別会計条例に基づき、昭和
�年�月に中海水中貯木場特別会計を設置した。

� 水中貯木場管理運営事業の概要

① 水中貯木場建設の経緯

昭和��年代には、境港に入荷する外材を貯留する民間貯木場が中海に点在していたが、国営の中海干拓事業の

早期着工と円滑な事業の推進を図るため、昭和��年に鳥取県知事と島根県知事が協定書を締結し、水中貯木場に

号外第��号 平成��年
月��日(�)
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ついても両県で協議して解決することとされた。

昭和��年には、鳥取県、島根県、関係業界及び中国四国農政局中海干拓事務所の�者で、干拓事業の推進と水

中貯木場の確保に関する協定が締結された。

その後、昭和��年�月��日に、中国四国農政局長、鳥取県知事及び島根県知事の�者により、「国営中海土地

改良事業計画の変更に関する基本協定書」が締結され、本県が中国四国農政局及び鳥取県の協力を得て水中貯木

場を建設することとなった。

県は、現在の松江市美保関町大字下宇部尾地先の中海に水中貯木場を設置することとし、規模については、境

港への原木輸入量が昭和�	年度には約
	万�に達すると見込まれその大半が南洋材であることから、面積を���


��として、昭和��年度に建設に着手した。

水中貯木場は、昭和��年�月�日から一部供用開始され、昭和��年度に完成し、公の施設として管理運営され

ている。

② 水中貯木場の管理状況

水中貯木場に搬入される木材は、主に東南アジアから輸入される合板用の南洋材原木であり、周囲をブイ、フ

ローターで囲まれた区域に貯留されている。

県は水中貯木場を適切に管理するため、貯木状況の監視、水質・底質調査及び修繕工事等を行っている。

③ 水中貯木場の利用状況

境港の外材入荷状況は、表Ⅰ－�のとおりであり、従来は圧倒的に南洋材が多かったが、輸出国の原木輸出規

制等により、近年は南洋材が減少し、水中貯木の必要のない北洋材が急激に増加している。

水中貯木場の利用状況は、表Ⅰ－�のとおりであり、南洋材原木から合板を製造する企業が減少したことなど

から、水中貯木場の利用率は近年急激に低下している。

表Ⅰ－� 境港の外材入荷状況 （単位：�）

表Ⅰ－� 中海水中貯木場の利用状況 （単位：千㎡）

注：Ｈ��年度の利用工場数は、�	月以降�工場となっている。

貯木可能面積は、航路等を除く利用可能面積�����千㎡×��月により算出（許可は�か月単位）

④ 平成��年度決算の状況

平成��年度の決算の状況は、別表（Ⅰ）のとおりである。

歳入は水中貯木場の使用料�	��	�千円、浚渫工事に係る繰越金��
�	��千円など総額��
����千円であり、歳出

は浚渫工事に��
�	��千円、災害復旧工事に係る元利償還金����	千円、繰出金���	�千円など総額�������千円で

あり、収支差の����	千円は次年度に繰越しされている。
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なお、主な費目の概要は次のとおりである。

ア 使用料

使用料単価については、水中貯木場の開設当初から民間の水中貯木場の使用料等を考慮して低額に設定され

ている。

水中貯木場を利用する企業が、��月以降�社�工場となったことなどから、水中貯木場の利用率が低下し使

用料収入が減少している。

イ 繰入金

平成��年度には一般会計から繰入れされていないが、過去には水中貯木場の建設に係る起債の元利償還金が

使用料収入だけでは不足するため、一般会計からの繰入金（以下「繰入金」という。）により充当されていた。

また、収支不足が生じた場合の不足額や浚渫工事費が一般会計から繰入れされていた。

ウ 借入金

平成��年度には一般会計から借入れされていないが、過去には収支不足が生じた場合に、一般会計からの借

入金（以下「借入金」という。）が充当されていた。

エ 報酬

水中貯木場の業務に従事する職員のうち、嘱託員及び巡視員の報酬は特別

会計から支出されているが、県職員の人件費については一般会計から支出されている。

オ 元利償還金

元利償還金は、平成��年に発生した「鳥取県西部地震」の災害復旧に係る起債の償還金である。

カ 繰出金

一般会計への繰出金（以下「繰出金」という。）について、明確な取扱方針が定められないままに、使用料

収入から管理費等を控除した残額が、水中貯木場の建設に係る起債の償還が完了した平成�年度以降、一般会

計へ繰出しされてきた。

水中貯木場の利用率が近年急激に低下し、使用料収入が減少している状況においても引き続き繰出しされ、

平成��年度末までの繰出金の累計は、����	
�千円となっている。

⑤ 直近�年間の収支状況

直近�年間の収支状況は、別表（Ⅰ）のとおりである。

水中貯木場を利用する企業は、平成��年度には
社�工場あったが、その後減少し、平成��年��月以降は�社

�工場となった。

このため、歳入については、平成��年度には使用料収入が約�	����千円あったが、平成��年度以降は使用料収

入が急激に減少し、毎年度������千円程度となっている。

一方、歳出については、通常の管理費に加え災害復旧に係る起債の元利償還金や浚渫工事に係る経費等の支出

が増加している。

このため、経営状況が厳しくなっており、平成�年度からの数年間は������千円程度あった繰出金が大幅に減

少している。

� �����

平成�	年度から向こう�年間の収支見通しは、表Ⅰ－
のとおりである。

収入のほとんどは水中貯木場の使用料であるが、今後�年間の利用率は��％程度と予測され、使用料収入の増加は

期待できない状況である。

一方、支出については、平成��年度までは繰出金が計上されているが、平成�
年度以降は施設の維持管理費の増加

を見込んでいるため、繰出金は計上されていない。

号外第�
号 平成��年
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� 水中貯木場の管理運営のあり方について

中海水中貯木場は公の施設として建設され、中海水中貯木場管理条例に基づき管理運営されている。

公の施設は、地方公共団体が広く住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するため設置するものである

が、公の施設である中海水中貯木場は、平成��年度以降利用企業が�社だけとなり、公の施設として管理運営する

必要性は乏しくなっている。

ついては、中海水中貯木場の管理運営のあり方について、廃止を含め抜本的な見直しを検討されたい。

� 特別会計の運営について

当面、本特別会計の適切な運営を行うため、次の措置を講じられたい。

① 管理費の縮減について

水中貯木場の利用率は近年急激に低下し、今後も��％程度で推移すると予測されており、使用料収入の増加は

期待できない状況である。

一方、施設は耐用年数の��年が経過して老朽化が著しく、今後、維持管理費が増加することが懸念される。

ついては、水中貯木場の利用面積を縮小するなど、効率的な管理のあり方を検討して、維持管理費の縮減を図

られたい。

② 繰出金の取扱いについて

繰出金の取扱方針が定められないままに、平成�年度から一般会計へ繰出しされている。

一方、収支不足が生じた場合には、繰入金や借入金が充当されている。

ついては、繰出金の取扱方針を明確にされたい。

また、不測の事態に備え予備費の計上について検討されたい。

③ 人件費の負担区分について

特別会計の業務に従事する県職員の人件費については、一般会計の負担とされているが、本特別会計は独立採

算制を原則としていることから、特別会計の負担とするよう見直しを検討されたい。

号外第��号 平成��年	月��日 (�)

表Ⅰ－	 収支計画 （単位：千円）

区 分 Ｈ�
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内

訳

使用料 �
���� �
���� �
���� �
���� �
����

一般会計繰入金 � � � � �

繰越金 � � � � �

雑 入 �� �� �� �� ��

県 債 � � � � �

借入金 � � � � �

支 出 額 �
��
� �
��
� �
��
� �
��
� �
��
�

内

訳

管理費 ����
� ������ �
���� �
���� �
����

元利償還金 
���� 
���� 
���� 
���� 
����

一般会計繰出金 ���

 ��
�� � � �

一般会計償還金 � � � � �

収 支 差 額 � � � � �
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� 島根県臨港地域整備特別会計設置の目的・意義

地方財政法第�条、同施行令第��条に基づき、港湾整備事業は特別会計を設けて経理を行い、独立採算制を原則

として運営することとされている。

本県においても、港湾整備事業及び漁港整備事業を実施するために、島根県特別会計条例に基づき、昭和��年�

月に臨港地域整備特別会計を設置した。

� 特別会計事業の概要

港湾の施設整備においては、一般会計（国庫補助事業等）で整備する岸壁等の基本施設の整備に対応して、港湾

の機能を効率的、効果的に発揮させるために特別会計を設置し、次の�種類の起債事業を図Ⅱ－�のとおり実施し

ている。

① 港湾機能支援施設整備事業（機能債事業）

港湾整備事業による岸壁等の基本施設の整備に対応して、港湾機能を効率的に発揮させるために必要なふ頭用

地、上屋、荷役機械、引船、貯木場等の施設整備を行う。

② 臨海部土地造成事業（臨海債事業）

流通施設用地や保管施設用地等物流の効率化に資するもの、環境問題への対応等国民生活の質の向上に資する

ための用地及び臨海部に立地する工業のため等の土地造成を行う。

図Ⅱ－� 港湾整備の事業区分図

� ���	��������������

� 港湾整備事業の概況

県の港湾整備事業は、国の港湾整備計画及び社会資本整備重点計画等に基づき実施されている。

本特別会計では、国庫補助事業等で整備する岸壁等の基本施設に対応して港湾施設の建設、維持管理及び用地の

造成事業を機能債事業及び臨海債事業として実施している。

現在、特別会計で港湾整備事業を実施している港湾は、西郷港（本港地区）及び河下港（垂水地区）の�港であ

り、西郷港は平成��年度完成を目途に、河下港は平成�	年度完成を目途に、両港とも岸壁等と一体となって利用で

きるふ頭用地の整備を進めている。

� 平成��年度決算の状況

平成��年度決算の状況は、別表（Ⅱ）－�のとおりであり、過年度事業に係る県債の償還、西郷港（本港地区）

号外第�	号 平成�
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と河下港（垂水地区）の�港の港湾建設費、管理費（職員人件費等）に総計で�������千円の歳出があった。

また、歳入は、港湾使用料、財産収入（土地売払収入、土地貸付収入）、県債、繰入金及び借入金等であり、総

計で�������千円であった。

このうち、港湾使用料及び財産収入（土地売払収入、土地貸付収入）の計は、�������千円であり、当該年度負

担分の起債償還額��	��	
千円や管理費�	����千円等を賄うことができないため、繰入金や借入金等を充当してい

る厳しい状況であった。

� 最近�年間の収支状況

① 主な費目の概要

ア 繰入金

平成��年度に財政課から「臨港地域整備特別会計の見直し」が示され、その中で財源充当ルールが定められ、

各項目（臨海工業団地、職員給与、ふ頭用地等）毎に、使用料で賄う部分、繰入金や借入金を充当する部分が

明確化されている。

なお、繰入金の取扱いについては、総務省の「地方公営企業繰出金について」（通知）に基づくものと基づ

かないものがある。

ア� 基づくもの

・離島航路を有する離島側港湾に係る旅客上屋の整備に要した起債の元利償還金の
／�

イ� 基づかないもの

・離島航路を有する本土側港湾に係る旅客上屋の整備に要した起債の元利償還金の
／�

・離島航路を有する港湾に係るふ頭用地の整備に要した起債の元利償還金の
／�

・貨物上屋の整備に要した起債の元利償還金に充当する使用料のうち、政策的な使用料引き下げにより収入

できない部分

・荷役機械等の整備に要した起債の元利償還金に充当する使用料のうち、政策的な使用料引き下げにより収

入できない部分

・臨海地域整備特別会計に関する職務に従事する職員に係る経費のうち、使用料を充当できない部分

この財源充当ルールに従い、現在、職員人件費、公債費の一部及び政策的に使用料の引き下げにより収入で

きない部分について、繰入金を充当している。

平成�
年度から平成��年度までの�年間の繰入金は、年平均で�������千円となっている。

イ 借入金

収支不足が生じた場合には、借入金を充当している。

�年間の借入金は、年平均で�������千円となっている。

ウ 公債費

ア� 起債の未償還額

平成��年度末における未償還額は、表Ⅱ－
のとおり����
����千円と依然として多額の債務が残ってお

り、そのうち借入利率�％以上の高利率のものが
������千円ある。

表Ⅱ－
 起債の償還計画 （単位：千円）

号外第�	号 平成��年�月
�日 (�)

借入額
平成��年度末
未償還額

償 還 予 定 額

Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�	 Ｈ
� Ｈ
�以降

����
���� ����
���� ������� ������� ������� ��
���� ����
��
�

借入額 利率（％） 未償還額 最終償還年度

�	���� ���以上 ��
�	 Ｈ�	

上記のうち、借入利率が�％以上のもの （単位：千円）
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イ� 元利償還金

�年間の元利償還金は、年平均で�������千円となっている。

エ 使用料収入

�年間の港湾使用料収入は、年平均で�������千円となっている。

オ 土地売払収入

�年間の土地売払収入は、年平均で������千円である。

臨海債事業により整備した造成用地の売却状況は、表Ⅱ－	のとおりであり、平成��年度末における売却済

面積（分譲率）は�
���
�㎡（��
�％）、未売却面積（未分譲率）は�������㎡（
�
�％）となっている。

表Ⅱ－	 土地売却実績状況図（平成��年度末現在） （単位：㎡、千円）

② 収支状況

�年間の使用料収入及び財産収入は、年平均で������
千円である。

一方で、同期間中の管理費（職員給与、施設管理費等）は、年平均で������千円、元利償還金は、年平均で

�������千円であり、合計で年平均�������千円となっており、使用料収入及び財産収入に対して大幅な支出超過

となっている。

この収支不足分は、繰入金や借入金等により充当されている。

� 収支見通し

今後の収支見込みについては表Ⅱ－�のとおりであり、長期的には収支の採算性は確保できると見込まれている。

これは、現在整備中の港湾のうち、計画どおり河下港（垂水地区）が平成��年度に、西郷港（本港地区）が平成

��年度に完成すれば、使用料収入により平成
�年度から剰余金が生じ借入金の返済が可能となり、平成��年度で借

入金が完済すると見込まれていること、また、県債についても平成��年度で償還が完了すると見込まれているから

である。

号外第��号 平成��年�月��日(�)

������� �
�以上～�
�未満 ������� Ｈ��

������ �
�以上～�
�未満 ������ Ｈ�


合 計 ����
��

港 名 総 面 積 売却予定面積 売却済面積 未売却面積 売却単価 収入見込額

浜田港

新福井

������� ��
���� ������
������ ���
�� ���������福 井

長 浜

鰐 石 � � �

三 隅 港 �
���� ������ ������ ������ ����� ���
��

西郷港
飯 田 ������ ������ ����
� ������ ������ �������

津 井 ��
�� ��
�� ��
�� � � �

河 下 港 ������� ���

� �
���
 ������ ������ ������


江 津 港 ����
�� ������� ������ ������ �
���� 
�����


安 来 港 �

���� ������� ������� � � �

合 計 ������� ������� �
���
� ������� － 
�

�����

表Ⅱ－� 経営状況シミュレーション （単位：千円）

項 目
Ｈ��～��年度
（平均）

Ｈ��～��年度
（平均）

Ｈ��～��年度
（平均）

Ｈ
�年度

収 入 ��
���� ������� 
������ 
������
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注：� 収益的収支

収入…港湾使用料収入、土地売却（貸付）収入、雑入、繰入金（利息部分）

支出…職員給与費、管理費、償還金利息

注：� 資本的収支

収入…県債、繰入金（元金）、一般会計借入金

支出…建設費、償還金元金、一般会計借入金返還金

注：� 想定推移

【Ｈ��～��年度】

・収益的収支（収入）…平成��年度に河下港ふ頭用地完成により、平成��年度より使用料収入が増

・収益的収支（支出）…償還金利息の減

・資本的収支（収入）…平成��年度に河下港ふ頭用地完成により、平成��年度より県債の減

・資本的収支（支出）…建設費の増

【Ｈ�	～��年度】

・収益的収支（収入）…平成��年度に西郷港ふ頭用地完成により、平成�	年度より使用料収入が増

・収益的収支（支出）…償還金利息の減

・資本的収支（収入）…平成��年度に西郷港ふ頭用地完成により、平成�	年度以降県債なし

・資本的収支（支出）…建設費及び償還金元金の減

【Ｈ
�年度以降】

・剰余金が生じるため、一般会計借入金の返還を始め、平成�	年度で完済予定

・県債は、平成��年度で償還完了予定

注：� 土地売却収入

土地売却収入は、売却の時期、面積等が不確実であるため、収益的収支（収入）には未計上

しかし、機能債事業により整備した港湾施設の使用料については、野積場を例にとれば、表Ⅱ－�のとおり平成

�	年度の利用実績で、県内�
港湾のうち、利用率��％以上となっているのが松江港のみであり、各港湾とも総じて

低い利用率となっており、長期的に安定した使用料収入は見込めない状況にある。

また、現在整備中の河下港（垂水地区）の野積場については、年�回の回転率で��％の利用率を見込んでいたり

（現在利用されている野積場の利用率は約��％）、西郷港（本港地区）の駐車場においては、常に満車となるよう

に見込むなど、実態とは乖離したものとなっている。

号外第��号 平成�
年�月�
日 (�)

収益的収支 支 出 �
����
 �����	
 ��
���� ��
�
��

収支差引 	����� ������
 ��
���� ����

�

収 入 
����
� 
	����
 �����	� ������

資本的収支 支 出 �	���
� ����
�� 
����
� ������


収支差引 △	����� △������
 △��
���� △��
��	�

剰 余 金 � � � ������

表Ⅱ－� 平成�	年度主要港湾の施設利用状況表 （単位：㎡、％、千円）

港 名

野 積 場 水 中 貯 木 場 その他

合 計利用可能
面積

利用面積 利用率 使用料
利用可能
面積

利用面積 利用率 使用料 使用料

安来港 
���	� �
��	� ���� ������ ��� ���

	

松江港 �����
 �
��
� 	
�	 
�
�
 ���
�� ��
�� 
�
 ��	
� 
���� 
��		
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注： 利用面積が利用可能面積より多いのは、年数回の利用があるためである。

その他使用料は、施設用地、旅客上屋、コンテナ管理棟、荷役機械等の使用料である。

� 施設管理台帳（仮称）の整備

港湾施設の老朽化が進む中で、施設の維持管理を効率的、効果的に行うためには、各施設について、毎年度の維

持修繕費、耐用年数、使用料収入状況等の一連の維持管理情報を、継続的、一元的に把握できる的確な施設管理台

帳（仮称）が必要と考えられるが、現行では、こうした台帳が備えられていない。

� �������	
�������
���

� 漁港整備事業の概況

県の漁港整備事業は、国の漁港整備長期計画及び漁港漁場整備長期計画等に基づき実施されている。

このうち本特別会計では、現在、浜田漁港において国庫補助事業で整備する漁港施設と一体となり、豊かで住み

よい漁村の振興を図るための漁村再開発施設及び漁港関連施設の各用地の整備を臨海債事業として実施している。

当該事業は、平成�年度及び平成��年度に埋め立て区域内の民有地を買い上げし、平成��年度～平成��年度で土

地造成工事（民有地買上げを含む。）を行い、平成��年度に浜田市へ造成用地を一括売却し、事業を完了すること

としている。

浜田漁港整備事業の完了後は、新たな事業を行う計画はない。

なお、特別会計事業としては、昭和��年度から昭和��年度まで十六島漁港の整備を行っていたが、平成��年度で

元利償還が完了している。

� 平成��年度決算の状況

平成��年度決算では、別表（Ⅱ）－�のとおり漁港建設に係る土地造成事業に��	���千円を支出しており、その

大部分は工事請負費（
�	���千円）であった。

土地造成事業費の財源は、全額が県債（臨海債）であった。

� 浜田漁港整備事業の収支状況

主な費目の概要は、次のとおりである。

① 繰入金

第�次漁港整備長期計画期間中の平成�年度及び平成��年度事業における公有財産購入費に繰入金が充当され

ていた。

② 借入金

平成��年度において、事業費が臨海債の基準限度額（一件�	���万円以上）に達しないために、漁港建設費の

財源として借入金が充当されていた。

漁港建設費の中には公有財産購入費が含まれていた。

③ 公債費

現在整備中の浜田漁港の平成��年度末における起債の未償還額は、��	���千円である。

� 収支見通し

号外第��号 平成��年
月��日(��)

七類港 ��	�
� �	��
 ��
 ��� ��	��� ��	���

河下港 ��	��� ��	��� �
�� ��	��
 
	��� ��	���

浜田港 ���	��� ���	��� ��� ��	
�� ��	��� ��	
�� ���� ��� �
	��� ��	���

三隅港 ��	�

 ��	��� ���� �	��� �	��� �	�
�

西郷港 ��	��� �	���	��� ���� 
	��� ��	��
 ��	�
�

別府港 ��	��� ��	��� ���� �	
�� 
	��� ��	���

外��港 ��	��� ���	��� ― �	��� ��	��� ��	���

合 計 ���	��� �	���	
�� ― ��	��� ���	��� ��	��� ― �	��� ��	��� ���	���



島 根 県 報

県では、事業実施に当たり平成��年�月��日付けで浜田市との間で締結した覚書等に基づき、造成用地を浜田市

へ一括売却することとしている。

浜田漁港の整備に係る収支計画は、表Ⅱ－�のとおりである。

この収支計画では、売却価格の算定は造成原価方式によることとし、一括売却により所要の造成経費は適切に回

収され、収支の採算性は十分に確保できると見込まれている。

� 漁港施設の管理運営等

① 漁港施設の財産管理

特別会計で造成した十六島漁港における施設用地（漁具保管修理施設用地、厚生施設用地等）が、所管換の手

続なしに一般会計財産として、漁港施設台帳に登載されるとともに、当該施設用地の占用料も一般会計の収入と

されていた。

② 職員の人件費

特別会計の業務に従事する職員の内、臨時職員の賃金は本特別会計から支出されているが、県職員の人件費

（本庁及び地方機関の県職員分）は従前から全額一般会計から支出されていた。

� �������	
��
����

� 港湾整備事業について（港湾空港課）

① 特別会計事業の収支改善について

本特別会計は、港湾施設の老朽化により維持管理費の増加が懸念される一方で、長期的に安定した使用料収入

が見込めないなど厳しい収支状況となっている。

特別会計は独立採算制を原則として運営されるものであり、港湾整備事業を一層、効率的、効果的に行うため

に、的確な歳入の確保及び歳出の削減に向けた数値目標を設定し、収支改善に取り組まれたい。

② 事業計画と実績との比較検討について

本特別会計においては、各港湾の事業別の実績が把握されておらず、事業計画と実績との比較検討も行われて

いない。

機能債事業で整備した施設の利用促進や臨海債事業に係る未売却用地の処分の促進を図る上で、事業計画と実

績とを比較し、差異の要因分析、課題の抽出、対応策の検討を行われたい。

③ 臨海債事業による造成用地の売却等の促進について

ア 工業用地の売却促進について

特別会計の健全経営を図る上から、工業用地として造成した土地について関係業界、地元市町村等との連携

号外第��号 平成��年	月
�日 (��)

表Ⅱ－� 浜田漁港整備の収支計画 （単位：千円）

区 分 Ｈ�、�� Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�� Ｈ��

収 入 額 �
��� 
�
��� ��
��� ��
��� ��
�
� 
��
���

内

訳

一般会計繰入金 �
��� � � � � �

県債 � � ��
��� ��
��� ��
��� �

一般会計借入金 � 
�
��� � ��� �
�
� �

土地売却代 � � � � � 
��
���

支 出 額 �
��� 
�
��� ��
��� ��
��� ��
�
� 
��
���

内

訳

漁港建設費 �
��� 
�
��� ��
��� ��
��� ��
��� �

元利償還金 � � � ��� �
�
� ���
���

一般会計償還金 � � � � � 
�
���

一般会計繰出金 � � � � � �
���

収 支 差 額 � � � � � �



島 根 県 報

を図るとともに、商工労働部と一体となり、セールス活動を一層強化し、売却を促進されたい。

また、売却方法の多様化についても検討されたい。

イ 臨海工業団地事業用定期借地制度について

県では、平成��年度に「臨海工業団地事業用定期借地制度取扱要領」を制定し、未分譲地の有効活用を図る

こととしている。

定期借地制度は、造成用地の売却が実質的に困難な場合における有効な土地の活用策であると考えられるが、

買い取り条件なしに長期間にわたり貸付けをすることは、造成コストの回収に支障を及ぼす場合も考えられる。

このため、定期借地制度の運用に当たっては、土地の流動性等需要実態に応じ、定期借地制度の積極的な活

用がふさわしい部分を計画的に精査選別されたい。

④ 機能債事業による港湾施設の利用促進と効率的な管理運営について

機能債事業で整備した各港湾施設について、今後一層の利用率の向上を図られたい。

しかしながら、利用率が低下し採算性が低く、今後とも利用の改善が見込めない施設については、港湾機能に

支障を及ぼさない範囲内で積極的に売却処分を検討されたい。

また、施設の効率的、効果的な管理運営を図るために、指定管理者制度の導入について検討されたい。

⑤ 公債費の繰上償還について

平成��年度末における起債の未償還額は、���������千円と依然として多額の債務が残っている。

特別会計の健全な運営のため、高利率部分の繰上償還を検討されたい。

⑥ 施設管理台帳の整備について

港湾施設の効率的、効果的な維持管理を行うために、各港湾施設について、毎年度の維持修繕費、耐用年数、

使用料収入状況等の諸元を記載できる適切な施設管理台帳の整備を検討されたい。

� 漁港整備事業について（漁港漁場整備課）

① 管理運営コストの適切な算定について

現行では、借入金に係る利息分や特別会計に従事している県職員の人件費が全く特別会計の経費として算定さ

れていない。

本特別会計が独立採算制を原則としていることを踏まえて、これらを経費として算定することについて検討さ

れたい。

② 繰入金及び借入金について

漁港整備事業に係る民有地の買い上げの財源として、繰入金や借入金に係る具体的な取扱いの定めがないまま

に、平成�年度及び平成��年度では、繰入金が充当されていたが、平成��年度では借入金が充当されていた。

港湾整備事業では財源充当ルールが定められているが、漁港整備事業では、財源充当の考え方が不明確である

ので、漁港整備事業に係る繰入金及び借入金の考え方を明確にされたい。

③ 土地売却価格について

通常、臨海債事業により造成した土地の売却価格の算定方式には、造成原価方式によるものと取引事例比較方

式によるものとがあり、港湾整備事業による造成用地の売却に当たっては、単に造成原価とせずに、取引事例価

格を考慮して総合的に評価を行うこととされている。

現在、漁港整備事業による造成用地の売却に当たっては、造成原価方式に基づく考え方であるが、今後、平成

�	年度に浜田市へ造成用地を一括売却するに際しては、取引事例価格等を考慮した売却価格とすることについて

検討されたい。

④ 特別会計で整備した財産の管理運営について

十六島漁港における特別会計で造成された漁港施設用地が、所管換の手続なしに一般会計の財産とされ、占用

料も一般会計の収入とされていた。

本特別会計で整備した財産の管理運営の考え方が不明確であるので、明確にされたい。

号外第�	号 平成��年
月��日(��)
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� 島根県流域下水道特別会計設置の目的・意義

流域下水道は、�以上の市町村が管理する公共下水道からの下水（生活又は事業に伴う汚水及び雨水）を広域的

に処理するための幹線管渠及び終末処理場で構成されており、その管理は、下水道法第��条の�の規定により、原

則、県が行うこととされている。

また、流域下水道事業については、地方財政法第�条及び同施行令第��条に基づき、特別会計を設けて経理を行

い、独立採算制を原則として運営することとされており、本県では、この事業を行うために島根県特別会計条例に

基づき昭和��年�月に流域下水道特別会計を設置した。

� 流域下水道事業の概要

① 事業計画等の概要

本県の流域下水道は、昭和�	年に策定された「斐伊川流域下水道整備総合計画」に基づき、東部処理区及び西

部処理区ごとに施設整備等の全体計画を作成し、国の認可を受けたおおむね�年間程度の事業計画により事業を

行っている。

東部処理区は、旧松江市、旧安来市、東出雲町、旧八雲村及び旧広瀬町の公共下水道からの汚水を対象とし、

昭和�
年度から施設整備に着手し、昭和��年度から供用開始している。

西部処理区は、旧出雲市、旧平田市、旧宍道町、斐川町、旧湖陵町及び旧大社町の公共下水道からの汚水を対

象とし、昭和��年度から施設整備に着手し、平成元年度から供用開始している。

流域下水道事業計画及び整備状況は表Ⅲ－�のとおりである。

東部処理区においては、全体計画に対する認可計画の比率（ｂ／ａ）が、
���％であり、計画整備率も	��
％

に達している。

一方、西部処理区においては、事業の開始が遅れたことや処理区域内市町の公共下水道整備の遅れなどから、

全体計画に対する認可計画の比率（ｂ／ａ）が����％であり、計画整備率も����％に留まっている。

② 施設の概要

平成��年度末における流域下水道施設の概要は表Ⅲ－�のとおりである。

号外第�
号 平成��年�月��日 (��)

表Ⅲ－� 流域下水道事業計画及び整備状況
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注： 東部浄化センターでは処理水を中海に放流しているので、水質汚濁防止法の上乗せ基準が適用されており、

この基準を達成するため高度処理化を行っている。

県では、処理区域内市町の公共下水道の整備の進捗に伴う汚水の流入水量（以下「流入水量」という。）の増

大に対応して計画的に終末処理場の処理能力の向上を図るため施設を整備してきており、今後も、東部処理区に

あっては、平成��年度に一日最大�������／日、西部処理区にあっては、平成��年度に一日最大�������／日の

処理が可能となるよう施設整備に取り組むこととしている。

また、既存施設の中には、耐用年数が経過したものや老朽化しているものがあることから、県では、平成元年

度以前に整備した施設について、平成��年度から調査を行い、平成�	年度に施設の改築計画を作成した上で、整

備に取り組むこととしている。

③ 汚水処理に伴う汚泥等の状況

汚水の処理に伴い、東部浄化センターでは、処理水、消化ガス（メタンガス及び二酸化炭素）及び脱水汚泥が

発生し、西部浄化センターでは、処理水及び脱水汚泥が発生している。

ア 処理水

東部浄化センターの平成��年度の処理水の発生量は���	��千�であり、その内、��
��千�が施設内のトイ

レの洗浄水、清掃用水等や中海大橋の融雪水として有効利用されており、利用率が	�
％となっている。

また、西部浄化センターの処理水の発生量は
���	千�であるが、現在、有効利用されていない。

イ 消化ガス

東部浄化センターの平成��年度の消化ガスの発生量は、�����千�であり、その内、�����千�が消化タンク

の加温ボイラーや汚泥焼却等のための燃料として有効利用されており、利用率が�	��％に達している。

ウ 脱水汚泥

汚泥については、平成��年度に作成された「全県域下水汚泥処理総合計画」に基づき処理されている。

流域下水道の汚泥は、脱水処理されており、その発生状況及び処理の状況は表Ⅲ－
のとおりである。

東部浄化センターの平成��年度の脱水汚泥の発生量は�����ｔであり、その内、約
割が、コンポストやセ

メントの原料として有効利用されており、残りの約�割が事前に焼却により減量化され、埋立処理されている。

また、西部浄化センターの脱水汚泥の発生量は�����ｔであり、その全てがセメント原料として有効利用さ

れている。

脱水汚泥の処理に要する費用の単価は、表Ⅲ－�のとおりである。

号外第��号 平成�	年
月�	日(��)

表Ⅲ－� 流域下水道施設の概要

区分
浄 化 セ ン タ ー

幹線管渠延長
処 理 方 式 排除方式 処理能力 目標水質����

東部
凝集剤添加活性汚泥循環変法

＋砂ろ過法
分流 日最大�������

ＢＯＤ 
��

浮遊固形物 
��

窒素化合物 	��

リン化合物 ���

����㎞

西部 標準活性汚泥法 分流 日最大�������
ＢＯＤ ��

浮遊固形物 ��
�
��㎞
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注：� 上段の数値は、脱水汚泥の量であり、下段は､焼却灰化やコンポスト化後の量である。

注：� 東部浄化センターの平成��年度の脱水汚泥発生量が、前年度と比較して大きく減っているのは、平成

��年�月に脱水機を追加整備したためである。

注：� 「焼却灰」の上段は処理単価、下段は運搬単価であり、入札により決定した額である。

なお、焼却灰化に要する維持管理費（光熱水費、薬品費、Ａ重油代、人件費等）を積み上げると������

円（平成�	～��年度の平均）となる。従って、平成��年度において脱水汚泥を焼却灰化するために要し

た経費は、�����
×������円／ｔ＝��	��������円である｡

注：� 「埋立」及び「セメント原料」の上段は処理単価、下段は運搬単価であり、入札により決定した額で

ある。

なお、東部浄化センターのセメント原料については、処理費と運搬費を併せて入札している。

注：
 「コンポスト」の製造単価は、コンポスト製造に要したゼオライト代、人件費、光熱水費、修繕費、

袋代を積み上げたものであり、平成�	年度から平成��年度までの平均値である。

� 平成��年度決算の状況

号外第��号 平成��年
月��日 (��)

表Ⅲ－
 脱水汚泥の発生及び処理状況 （単位：ｔ／年）

区 分

東部浄化センター 西部浄化センター

脱水汚泥
発生量

処 理 状 況
脱水汚泥
発生量

処 理 状 況

脱水汚泥
焼却灰化

埋立処理
脱水汚泥コ
ンポスト化

セメント
原料

埋立処理
セメント
原料

平成��
�	���� �����

���

���	� �����

���

― ����� ����� ―

��
�	�	�� �����

���

����� ���

���

― ����� ����� ��	�	

��
�	���� �����

���

���	� ���

���

��� ����� ― �����

��
�	�	�� ���	�

���

��� ���

���

����	 ���	� ― ���	�

��
����� �����

�	�

�	 ��	��

���

����� ����� ― �����

表Ⅲ－� 脱水汚泥処理単価の状況 （単位：円／ｔ）

東部浄化センター 西部浄化センター

処分方法 焼却灰 埋 立 コンポスト セメント原料 埋 立 セメント原料

平成��年度
����		

���		

����		

���		

����	� ― ����		����	 ―

平成��年度
����		

���		

����		

���		

����	� ― ���			 ����		

平成��年度
���		

���		

����		

���		

����	� �	�			 ― ��			

����	

平成��年度
���		

����	

����		

����	

����	� ����		 ― ���		

��			

平成��年度
���		

��			

����		

��			

����	� �	��		 ― ���		

���		
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平成��年度の決算の状況は、別表（Ⅲ）のとおりである。

歳入総額は���������千円、歳出総額は	�����
��千円であり、収支差の��	����	�千円は剰余金である。

県では、流域下水道特別会計における経費の削減を図るため、従前から委託事業契約の複数年化に取り組んでお

り、更に、平成��年度からは、施設の維持管理業務の委託範囲を拡大し、総合的に委託する包括的外部委託方式を

導入することとしている。

主な費目の概要は次のとおりである。

① 負担金収入

負担金は、二次処理費、高度処理費及び資本費で構成され、流入水量に応じて処理区域内市町から徴収されて

おり、その単価は、概ね�年ごとに見直されている。

平成��年度の東部処理区域内市町村の負担金単価は、松江市（旧八雲村を除く。）、安来市（旧広瀬町を除く。）

及び東出雲町が�
円／�、供用開始が遅れた旧八雲村及び旧広瀬町がそれぞれ��円／�及び��円／�であり、適

用期間は平成�
年度から平成��年度までである。

また、西部処理区域内市町の負担金単価はいずれも��円／�であり、適用期間は、平成��年度から平成��年度

までである｡

注：
 二次処理費とは、有機物の処理に要する費用である。

注：� 高度処理費とは、窒素やリンの除去に要する費用である。

なお、負担金の対象は、当該費用の
／�である。

注：� 資本費とは、施設整備に要した起債の元利償還額である。

なお、負担金の対象は、当該元利償還額から繰入金を控除した額である。

② 繰入金

繰入金には、総務省の「地方公営企業繰出金について」（通知）に基づくものと基づかないものとがある。

ア 基づくもの

ア� 高度処理に要する費用の
／�

イ� 施設整備に係る県負担額の
�％に相当する額

ウ� 起債償還額の内、公費で措置することとされている雨水処理施設相当として算定した額

イ 基づかないもの

ア� 下水道推進課職員��人の内の�人分の人件費から国庫補助金事務費 振替額を控除した額

イ� 二次処理費及び高度処理費を処理区域内市町の負担金で賄うことができるようになるまでの期間の資本費

ウ� 県債は
件���万円単位であることから、その端数相当額

③ 借入金

二次処理費、高度処理費及び資本費が、処理区域内市町の負担金収入では不足する場合に、当該不足額を一般

会計から借り入れている。

④ 公債費

平成��年度の公債費は、���	�����千円である。

また、平成��年度末の未償還額は、表Ⅲ－�のとおり�	�����
��千円であり、この内、借入利率が�％以上の

高利率のものは、����
��		千円（	���％）に上っている。

表Ⅲ－� 起債償還計画 （単位：千円）

号外第��号 平成��年�月��日(��)

借入額
平成��年度末
未償還額

償 還 予 定 額

Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�� Ｈ��以降

���������� �	�����
�� ���	����� �������	� ������
�� ����
���
 �������
�
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⑤ 剰余金

剰余金は、二次処理費及び高度処理費に係るものであり、その取り扱いについては、処理区域内市町と県とで

締結した覚書により、流入水量に応じて処理区域内市町に還付することとされている。

なお、還付は、剰余金が発生した負担金単価適用期間分を次の次の適用期間に行われている。

� �����

最近�年間の収支状況をみると、処理区域内市町の公共下水道整備の進捗により、流入水量が着実に増加してきて

おり、今後も表Ⅲ－�のとおり増加が期待できることから、安定した経営が見込まれる状況となっている。

なお、東部処理区及び西部処理区の状況は、次のとおりである。

� 東部処理区

① 二次処理費及び高度処理費について

・流入水量の増により処理区域内市町からの負担金収入が増加し、毎年度剰余金が発生している状況となってい

号外第��号 平成��年�月��日 (��)

借 入 額 利 率（％） 未償還額 最終償還年度

	
����� �
�以上 �	
�
�� Ｈ��

	���	���� �
�以上～�
�未満 ��������� Ｈ	�

���	����� �
�以上～�
�未満 ��������� Ｈ		

����	���� 

�以上～�
�未満 ���
����� Ｈ	�

合 計 
������		

高利率の起債償還予定表 （単位：千円）

表Ⅲ－� 経営状況シミュレーション

〔東部処理区〕 （単位：千円）

項 目 ���～��年度 Ｈ��～�
年度の間の推移

二次処理費
＋

高度処理費

収入 	��������
流入水量は毎年�％前後の伸びを想定

二次処理費単価については、�年毎の見直しで�％程度下がる見込み

支出 	��������
流入水量の増加に伴うコスト増は、流入水量の伸び率の�／�程度を

想定

剰余金 ������ 剰余金は一定期間後に市町へ還付

資 本 費
収入


������

（内借入 �	����）

回収期間：Ｈ��～Ｈ�
年度

Ｈ��年度から借入金の返済開始､Ｈ��年度完済見込み

支出 
������

〔西部処理区〕 （単位：千円）

項 目 Ｈ��～��年度 Ｈ��～	�年度の間の推移

二次処理費

収入 ���������
流入水量は毎年�～�％程度の伸びを想定

二次処理費単価は�年毎に�％前後低減する見込み

支出 ���������
流入水量の増加に伴うコスト増は、流入水量の伸び率の�割程度を想

定

剰余金 	����� 剰余金の取扱いは、関係市町との協議により決定

資 本 費
収入

�������

（内借入�������）

回収期間（予定）：Ｈ��～Ｈ	�年度

Ｈ��年度から借入金の返済開始､Ｈ	�年度に完済見込み

支出 �������
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る。

・今後、流入水量の増による高度処理費の増加や施設の経年劣化等による修繕費の増加等が見込まれるものの、

負担金収入の増加が想定されることから、平成��年度からの負担金単価を引き下げる改定を行った。

② 資本費について

・資本費については、算定期間を��年間とし、その単価を平準化して設定しているが、平成��年度当時想定した

平成��年度からの見込流入水量が節水型水洗トイレの普及等により当初予定を下回る見込みとなったため、平

成��年度において見直しを行い、平成��年度からの負担金単価を引き上げる改定を行った。

・単価を改定したことにより、一般会計からの借入れは平成��年度で終わり、平成��年度からは借入金の返済が

可能となり、平成��年度には完済する見込みとなっている。

� 西部処理区

① 二次処理費について

・流入水量が順次増加していること及び維持管理費の縮減に努めたこと等により、二次処理費に係る借入金の返

済が平成��年度において完了する見込みとなった。

・流入水量が増加することが見込まれることから、平成��年度からの負担金単価を引き下げる改定を行うことと

している。

② 資本費について

・資本費については、これまで繰入金により対応していたが、二次処理費を処理区域内市町の負担金で賄うこと

ができるようになったことから、平成��年度以降、資本費に係る負担金を徴収することとしている。

・徴収当初は負担金収入だけでは不足が生ずることから、借入金で対応することとなるが、平成	�年度には完済

できる見込みとなっている。

� �������	
��
����

� 汚泥処理について

流域下水道の汚泥は、現在、コンポストやセメント原料としての有効利用のほか埋立処理されている。

しかしながら、流入水量の増加に伴って汚泥の発生量が増加していく中、現在の処理方法である埋立処理につい

ては、事前に減量化するための焼却灰化に要する経費が多額であること、コンポスト化については、売却が進まず

生産調整している状況にあること、セメント原料については、経済情勢の変化に影響されやすいことなどから、将

来にわたって安定的な処理ができるかどうかは不確実である。

ついては、今後増加する汚泥の処理を図るため、新技術の活用も視野に入れて、汚泥の安定的かつ効率的な処理

方法を検討されたい。

� 職員人件費について

本特別会計は、独立採算制を原則としていることから、特別会計の業務に従事する下水道推進課職員の人件費に

ついては、特別会計の費用として経理し、処理区域内市町からの負担金を充当すべきであると思われるので、その

取扱いについて検討されたい。

� 公債費について

平成��年度末現在、借入利率
％以上の起債の未償還額は�������		千円であり、全体の未償還額�	��������千円

の	�
�％を占めている。

このため、県ではこれまで、国が特例的に認める借換債を利用してきているが、現在の制度では極めて高利率の

ものに限定されているので、より柔軟に借換債の利用ができるよう国へ制度改正を働きかけられたい。

また、繰上償還についても検討されたい。

号外第��号 平成��年�月��日(��)
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� ��������	


� ��������	
�
�

� 島根県営住宅特別会計設置の目的・意義

県営住宅事業は、公営住宅法及び島根県営住宅条例に基づき、住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で

住宅を賃貸し、県民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的としている。

県営住宅事業については、住宅使用料を主たる財源として、住宅建設費及び維持管理費に充当するという性格を

有するものであることから、一般会計と区分して経理を行い、入居者に提供するサービスに要する費用を明確にす

ることを目的として、本県では、島根県特別会計条例に基づき、平成��年�月に県営住宅特別会計を設置した。

� 県営住宅事業の概要

① 県営住宅の管理状況

県営住宅の建設は、国の地方住宅建設五箇年計画により県が作成する県住宅建設五箇年計画及びこれに続く県

営住宅ストック総合活用計画等に基づき実施されている。

平成��年度末における県内の公営住宅は、約������戸であり、このうち、県営住宅は、表Ⅳ－�のとおり、	���


戸（���団地、��
棟）で、これを地域別にみると、出雲部が���
�戸（��団地、��
棟）、石見部が��
�
戸（��

団地、�
�棟）、隠岐が��戸（�団地、��棟）となっている。

松江、木次及び出雲の各土木建築事務所管内並びに川本土木建築事務所管内の大田地区の県営住宅については、

島根県住宅供給公社に管理委託し、それ以外の県営住宅については、土木建築事務所及び隠岐支庁土木建築局が

直接管理している。

なお、邑南町の矢上団地及び口羽団地については、平成��年度末に邑南町へ事業主体変更を行っている。

平成�
年度からは、隠岐地区を除く全県下で指定管理者制度を、また、西ノ島町の新由良団地では管理代行制

度を導入することとしている。

注：川本土木建築事務所（大田地区を除く。）の管理戸数は、邑南町への事業主体変更分��戸を含む。

② 入居の概要

ア 入居者の募集及び選考方法

既存住宅では、空き家となった場合に備え、随時一般公募を行い、入居資格を審査のうえ、入居予定者を前

もって登録し、登録順に入居させている。

登録している者（待機者）は、平成��年度末現在で約�����世帯である。

また、住宅を建替えした際には、建替前の入居者の意向を優先した上で、なお空き家がある場合に、一般公

募を行っている。

イ 入居状況

号外第��号 平成�
年�月�
日 (��)

表Ⅳ－� 県営住宅の概況 平成�
年�月��日現在

管 内 別 団地数 棟 数 管理戸数 管理事務所等

松江土木建築事務所 �
 ��	 ����� 島根県住宅供給公社

木次土木建築事務所 � 	 �� 島根県住宅供給公社

出雲土木建築事務所 �� 

 �
� 島根県住宅供給公社

川本土木建築事務所
（大田地区を除く。）

� 
 �� 川本土木建築事務所

（大田地区） � 	 	� 島根県住宅供給公社

浜田土木建築事務所 �� 
� ��
 浜田土木建築事務所

益田土木建築事務所 �� 

 
	� 益田土木建築事務所

隠岐支庁土木建築局 � �� �� 隠岐支庁土木建築局

計 ��� ��
 	���
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平成��年度末現在の入居状況は、表Ⅳ－�のとおり管理戸数�����戸のうち入居戸数は、��	�	戸（
���％）

で、空き家は、��
戸（��
％）となっているが、空き家の中には政策的空き家（建替えのため、政策的に入居

させていない空き家）が���戸あり、これを除いた入居率は、
��
％である。

なお、入居者のうちには、収入超過者（注�）及び高額所得者（注�）が	��％含まれており、収入超過者

に対しては、認定通知、面談、民間住宅への斡旋を行い、高額所得者に対しては、認定通知、明渡請求などの

措置を講じている。

注：� 収入超過者とは、�年以上入居していて、収入が月額���千円を超える者であり、住宅の明渡努力義

務が課され、自主退去に努める必要がある者である。平成��年度末の収入超過者は、���世帯（全体の

	��％）である。

注：� 高額所得者とは、�年以上入居していて、収入が�年連続して月額

�千円を超える者であり、住宅

の明渡義務が課され、退去しなければならない者である。

平成��年度末の高額所得者は、�世帯（全体の���％）である。

③ 家賃徴収の事務

ア 家賃の算定方法

家賃については、表Ⅳ－�のとおり、入居者の収入（月収額）に応じて�段階に区分され、家賃算定基礎額

に住宅の建設年度、面積、規模構造、利便性や立地条件等の係数を乗じて決定している。

このうち、収入超過者などの家賃は�段階あり、それぞれの月額家賃に、収入区分に応じて割増分が加算さ

れる。割増分は、近傍同種家賃から月額家賃を控除した額に、それぞれの割合（�／�、�／�、�／�、全

額）を乗じて算定される。

なお、高額所得者の家賃は、近傍同種家賃と同額とされている。

イ 家賃の減免

家賃の減免については、「島根県営住宅家賃減免及び徴収猶予取扱要綱」により、減免対象及び減免額等を

定めている。

減免の対象とするのは、市町村民税非課税世帯、生活保護法による被保護世帯、災害により損害を受けた世

号外第�
号 平成�	年�月�	日(��)

表Ⅳ－� 過去�年間の入居状況 各年度末状況

年度 管理戸数 入 居 数 入居率（％）

�� ����� ��	�� 
���

�
 ���
� ��	�� 
��	

�� ���

 ��		� 
��	

�� ����
 ��		� 
��


�� ����� ��	�	 
���

表Ⅳ－� 家賃の収入区分及び家賃算定基礎額 平成��年度の状況（単位：円）

区 分 収 入 区 分 家賃算定基礎額 割増分の加算割合

� � ～ ��
���� 
�����

� ��
���� ～ ��
���� ������


 ��
���� ～ ��	���� �
����

� ��	���� ～ ������� ������

収
入
超
過
者
等

� ������� ～ �
	���� ���
�� �／�

� �
	���� ～ ��	���� 	����� �／�

� ��	���� ～ 
������ 
����� �／�

	 
������ ～ ������� 全 額
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帯、としているが、平成��年度末現在で減免の適用を受けている世帯は、市町村民税非課税世帯のみであり、

その減免額は家賃の��％に相当する額となっている。

減免額は、表Ⅳ－�のとおり年々増加しており、�件当たりの減免額は、���		～���		円となっている。

注： 延べ減免世帯数は、各月ごとの減免世帯の総計である。

ウ 収納状況

平成��年度における家賃の収納状況は、調定額��
���	��千円に対し、収入額は���������千円で徴収率�

�％、

収入未済額は���
��千円となっている。

収入額の内訳は、現年度分が�������	�千円（徴収率��

％）、過年度分が����
�千円（徴収率��

％）であ

る。

収入未済額の内訳は、現年度分が���		千円（構成比�	
�％）、過年度分が������千円（構成比��
�％）であ

る。

なお、収入未済が発生した場合には、「県営住宅家賃滞納整理事務処理要綱」により、催告状や督促状の送

付、呼び出しによる納付指導などを行っている。

� 平成��年度決算の状況

平成��年度決算の状況は、別表（Ⅳ）のとおりである。

歳入は、使用料����
����千円、国庫補助金����
	�千円、県債����			千円など総額���
	����千円であった。

一方、歳出は、住宅管理費�
�����千円、住宅建設費�������千円、公債費��	������千円など総額������
��千円で

あった。

収支差の������千円は、剰余金である。

主な費目の概要は次のとおりである。

① 繰入金

一般会計から、家賃対策補助金相当額（交付税措置分）、政策的家賃減免相当額（低額所得者減免対象分等）

及び職員給与費（建築住宅課職員�	人分）が繰入れられている。

② 借入金

一般会計から、県営住宅駐車場の平成��年度有料化に伴う県営住宅駐車場敷地調査費用（�����千円。県営住

宅全団地の駐車可能台数の調査等）が借入れられている。

これは、駐車場関係の経費を住宅使用料に係るものとは区分し、駐車場使用料を財源として支出することとし

たためである。

③ 公債費

平成��年度の公債費は、��	������千円であった。

また、平成��年度末の未償還額は、表Ⅳ－�のとおり、�	�������	千円であり、この内、借入利率が�％以上

の高利率のものは、���������千円（��
�％）である。

表Ⅳ－� 起債の償還計画 （単位：千円）

号外第��号 平成��年�月��日 (��)

表Ⅳ－� 減免額の推移

年 度 �� �
 �� �� ��

延べ減免世帯数 ��
�� ��	�� ����� ����� �����

減免額（千円） ������ 
����� 
����� 
����� 
���
�

借入額
平成��年度末
未償還額

償 還 予 定 額

Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�� Ｈ�	 Ｈ��以降

�������
�� �	�������	 ��	�			 ����			 ����			 ����			 ��������	
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� 今後の整備計画

県営住宅の整備については、整備の基本方針を定めている「島根県営住宅ストック総合活用計画」（平成��年度

～平成��年度）に基づき行うこととしている。

この計画においては、新規の住宅供給は、市町村が主体となり、県は、補完的役割を担うこととしていることか

ら、県では、住宅面積が狭小で、老朽化している準耐火住宅の建替えのみを実施している。

準耐火住宅の建替えについては、当初��年間で���戸を予定していたが、財政状況を勘案し、前期（平成��年度

～平成��年度）���戸、後期（平成��年度～平成��年度）���戸と見直している。

なお、見直しに伴い建替えしないこととなった準耐火住宅���戸については、修繕等を行い、継続して使用する

こととしている。

全団地の駐車場について、平成��年�月から有料化することとしており、未舗装のものについては、順次舗装整

備を行う予定である。

� �����

今後の収支見通しについては、表Ⅳ－	のとおりである。

収入については、平成��年度と同額の住宅使用料や平成��年度から有料化される駐車場使用料、国庫補助金、県債

等が計上されている。

一方、支出については、島根県営住宅ストック総合活用計画に基づく住宅建設費、改良・大規模修繕費、維持管理

費等が計上されている。

このシミュレーションでは、平成��年度～平成��年度の期間について収支不足が発生するものの、平成��年度以後

は、駐車場整備が完了することなどから、剰余金が発生するものと見込まれている。

なお、収支不足が発生する平成��年度～平成��年度の期間については、県単独事業の環境整備費（修繕費）を圧縮

して、収支の均衡を図ることとしている。

号外第�
号 平成��年�月��日(��)

借 入 額 利 率（％） 未償還額 最終償還年度

���
��� ���以上 ���
��� Ｈ��

�
���
��� ���以上～���未満 �
���
��� Ｈ��

�
���
��� ���以上～���未満 �
�
��� Ｈ��

合 計 �
���
���

上記のうち、借入利率が�％以上のもの （単位：千円）
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� �������	
��
����

� 適正な収支計画の策定について

「収支シミュレーション」によれば、平成��年度以降の「住宅使用料」は、平成��年度の住宅使用料と同額を見

込んでいる。

しかし、住宅使用料収入は、平成�年度～平成��年度の��年間で、�������千円（年率	％程度の減）減少してお

り、この要因は、経過年数係数（建築時からの経過年数に応じて定められている数値）の逓減や入居者世帯の所得

減に伴う収入区分の低段階への移行による家賃の低下などである。

今後、経過年数係数が逓減していくことや住宅戸数も減少していくことなどの減収要素を考慮すると、収支シミュ

レーションの住宅使用料収入は過大となっていると思われる。

ついては、住宅使用料収入を修正のうえ新たな収支計画を作成し、島根県営住宅ストック総合活用計画の実施の

際に活用されたい。

� 収入超過者への対応について

県営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することを目的としているにもかかわらず、

平成��年度末における収入超過者が
��世帯（入居者の���％）存在している。

一方で、約�����世帯の待機者がいる中で、収入超過者が入居し続けることは、真に住宅に困窮するこれらの者

から入居の機会を奪うことでもあり、収入超過者に対し県営住宅の趣旨を説明し、自主的な退去を積極的に求めら

れたい。

� 督促手数料及び延滞金の徴収について

住宅使用料の滞納者に対しては、滞納整理事務を適切に執行するなど、滞納額の解消に向け鋭意努力されている

ものの、平成��年度末の滞納額は、�
����千円となっている。

納期内納付者との均衡や滞納への抑止効果を図るため、滞納者に対する督促手数料及び延滞金について、導入を

検討されたい。

� 起債の繰上償還について

平成��年度末現在、借入利率�％以上の起債の未償還額は
���
����千円であり、全体の未償還額��������
�千円

の
���％を占めている。

県営住宅事業の運営の安定化を図るため、高利率部分の繰上償還について検討されたい。

� 県営住宅の事業主体変更について

県営住宅の管理については、公営住宅法等の改正により、指定管理者制度や管理代行制度が創設され、本県でも、

平成��年度からこれらの制度の導入を予定している。

一方、県では、市町村合併の進展に伴い、県と市町村との新たなパートナーシップを築く必要があるため、住民

の利便性が向上するものや市町村において一連の事務が完結するものなどについては、積極的に権限移譲を進める

こととしている。

このような状況を踏まえ、県内の公営住宅事業においても、一元的管理によるサービスの向上や管理の効率化を

図るため、県営住宅の事業主体変更を積極的に推進されたい。

号外第��号 平成��年�月
�日(
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